小谷村告示第３８号

　小谷村起業支援事業補助金交付要綱を次のように定める。

令和３年９月６日

小谷村長　中村　義明　

小谷村起業支援事業補助金交付要綱

（趣旨）
第１条　この要綱は、雇用機会の拡大による地域経済の活性化を図るため、村内において新たに起業を行う者又は既存建物を改修し起業を促進する者に対し、予算の範囲内で補助金を交付することについて、小谷村補助金等交付規則（昭和36年小谷村規則第16号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。
（定義）
第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。
（１）起業
ア　事業を営んでいない者が村内で新たな事業を開始すること。
イ　事業を営んでいる者が村内で新分野の事業を開始すること。
ウ　村内に事業所を有しない者が、村内に新たな事業所を設置し、又は販売及びサービスの用に供する車両を使用し、事業を開始すること。
（２）起業者　前号に規定する起業を行う村内に居住する者をいう。ただし、村長が認めた場合には、この限りではない。
（３）事業所　事業の用に供するために直接的に必要となる工場、店舗及び事務所並びにその附属設備をいう。
（４）空き事業所　利用に供されていない状態の事業所、空き屋その他それに類する施設並びにその附属設備をいう。
（５）附属設備　事業の用に供するために直接的に必要な機械、装置、機器、車両又は器具等をいう。
（６）不動産所有者　起業者が起業を行うために使用を開始しようとする空き事業所を所有する者をいう。
（対象資格）
第３条　補助対象者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。
（１）中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条第１項に規定する中小企業者で、村税等の滞納がない者
（２）賃貸物件の場合は、その物件の所有者の同意を得た者
２　前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、補助金の交付の対象としない。
（１）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）に基づく届出を要する事業を営む者
（２）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号又は第６号該当する者
（３）政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第３条に規定する政治団体に該当する者又は宗教法人法（昭和26年法律第126号）第２条に規定する宗教団体に該当する者
（４）起業する事業について、村の他の制度により助成金及び補助金の交付を受けている者
（５）前号に該当する起業者が使用を開始しようとする空き事業所の改修等に係る費用を負担する不動産所有者
（６）その他村長が補助金の交付の対象として不適当と認める者
（補助対象事業）
第４条　補助金の交付の対象となる起業者が行う事業は、次の各号のいずれにも該当するものでなければならない。
（１）小谷村商工会の経営指導を受け、具体的な事業計画を有していること。
（２）事業の実施に必要となる許可又は認可を取得していること。
（３）２年以上の事業の継続が見込まれること。
（４）村内住宅関連業者の施工により改修工事を行うこと。ただし、備品の購入のみの場合を除く。
（５）公序良俗に反する行為及び違法な行為を行っていないこと。
（対象経費）
第５条　補助金の交付対象となる経費（以下「対象経費」という。）は、次の各号に該当する経費とする。
（１）新規の起業のために直接的に必要となる事業所の改修
（２）新規の起業のために直接的に必要となる設備、備品、車両（販売及びサービスの用に供するものに限る。）の取得、開業に要する手続等の経費、その他附属設備の取得費
２　備品の購入に要する経費は、10万円以上の備品を対象とし、汎用性のある備品の購入は対象外とする。
（補助金の額等）
第６条　補助金の額は、前条に規定する対象経費を合算した額の２分の１に相当する額（その額に1,000円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額）とし、100万円を限度とする。
２　空き事業所の再利用を含む経費である場合は、補助金の額の限度額を200万円とする。
（交付申請）
第７条　補助事業者は、小谷村起業支援事業補助金交付申請書（様式第１号）を村長に提出しなければならない。
（交付決定）
第８条　村長は、前条に規定する申請を受けたときは、その内容について審査を行い、補助金の交付の可否を決定し、小谷村起業支援事業補助金交付（不交付）決定通知書（様式第２号）を通知するものとする。
（変更申請）
第９条　補助事業者は、次に掲げる事項のいずれかに該当する場合は、あらかじめ小谷村起業支援事業補助金変更承認申請書（様式第３号）を提出し、村長の承認を受けなければならない。
（１）補助事業を中止しようとするとき。
（２）補助金の額が増額となる変更をしようとするとき。
（３）対象経費の20パーセントを超える減額をしようとするとき。
（４）事業内容の重要な部分を変更しようとするとき。
２　村長は、前項に規定する申請を受けたときは、その内容について審査を行い、補助金の変更の可否を決定し、小谷村起業支援事業補助金計画変更承認（不承認）通知書（様式第４号）を通知するものとする。
（実績報告）
第10条　補助事業者は、補助事業が完了したときは、小谷村起業支援事業補助金実績報告書（様式第５号）により、補助事業の完了の日から起算して30日を経過する日までに村長に報告しなければならない。
（補助金の確定及び交付）
第11条　村長は、前条の規定による実績報告を受けたときは、これを審査し、適合すると認めたときは補助金の額を確定し、小谷村起業支援事業補助金交付確定通知書（様式第６号）を通知するものとする。
２　補助事業者は、前項の補助金の通知を受けた後に、小谷村起業支援事業補助金請求書（様式第７号）を村長に提出しなければならない。
３　村長は、前項の規定に基づく請求を受けたときは、速やかに補助金を交付するものとする。
（事業の報告）
第12条　補助事業者は、補助金を受領した年度から起算して２年間、決算報告書等の事業が継続していることを証する書類を村長に提出しなければならない。
（補助金の返還）
第13条　村長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該補助事業者に対し、既に交付した補助金の全部又は一部の返還を命ずることができる。
（１）補助金の決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。
（２）補助事業の完了後２年未満で事業を中止又は廃止したとき。
（３）起業者が村外に転出したとき。
（４）前条に規定する書類の提出がなかったとき。
（５）前３号に定めるもののほか、村長が返還が適当と認める事由があったとき。
２　村長は、前項の規定により補助金の返還を命ずるときは、別表により返還すべき額を算定するものとする。
（補則）
第14条　この要綱に定めるもののほか、補助金の交付等に関し必要な事項は、村長が別に定める。

　　　附　則
　この要綱は、公布の日から施行し、令和３年４月１日から適用する。


別表（第13条関係）
	適用条項等
	返還すべき額

	第13条第１項第１号に該当したとき
	補助金全額

	第13条第１項第２号から第４号に該当し、補助事業完了後１年未満のとき
	補助金全額

	第13条第１項第２号から第４号に該当し、補助事業完了後１年以上２年未満のとき
	補助金額の５割

	第13条第１項第５号に該当したとき
	村長が返還が適当と認める金額





様式第１号（第７条関係）
小谷村起業支援事業補助金交付申請書

年　　月　　日
小谷村長　　様

[bookmark: _Hlk44312946]申請者　住所
　氏名

年度において、下記の事業を実施したいので、小谷村起業支援事業補助金交付要綱第７条の規定により、関係書類を添えて申請します。
記
	事業計画
	事 業 名
	

	
	実施箇所
	

	
	実施期間
	補助金交付決定日　～　　年　　月　　日

	
	事業目的
	

	
	事業内容
	

	
	事業効果
	

	事　　業　　費
	　　　　　　　円（内補助対象経費　　　　円）

	補助金交付申請額
	　　　　　　　　円

	申　　請　　者
	電話番号
	

	
	メールアドレス
	

	
	法人名又は任意団体名（個人の場合は記入不要）
	

	
	設立日又は設立予定日

	　　　　年　　月　　日

	小谷村起業支援事業補助金交付事務で、必要がある場合は、村長が私及び世帯員の村税等納付状況、住民基本台帳及び家屋課税台帳の情報を確認することを同意します。
　　　　　　　　　本人　住所
　　　　　　　　　　　　氏名


添付書類
・収支等予算書、事業計画書、収支計画書（様式第１号別紙１～別紙３）
・見積書
・その他村長が必要と認める書類


様式第１号別紙１（第７条関係）

収支等予算書


（１）収入
（単位：円）
	収入内容
	収入金額
	備　考

	村補助金
	
	

	その他財源
	
	内訳

	自己財源
	
	

	計
	
	




（２）支出
（単位：円）
	支出内容
	支出金額
	補助対象経費
	積算根拠

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	計
	
	
	

	
	補助金交付申請額
	





様式第１号別紙２（第７条関係）

事業計画書
（補助事業の実施に関する計画書）

　１　事業の目的










　２　事業内容
	事業項目
	実施時期
	実施の場所、方法、内容等
	備　考

	
	
	
	




様式第１号別紙３（第７条関係）

収支計画書５か年
	事業年度
	年度
	年度
	年度
	年度
	年度

	（収入内訳）
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	



	事業年度
	年度
	年度
	年度
	年度
	年度

	（支出内訳）
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	

	収支差引
	
	
	
	
	





様式第２号（第８条関係）

小谷村起業支援事業補助金交付（不交付）決定通知書

小谷村指令　　第　　　号
年　　月　　日

様

小谷村長


年　　月　　日付で申請のあった　　　　年度小谷村起業支援事業補助金　　　　　　　　円を次の条件を付して交付する。
（　　年　　月　　日付で申請のあった小谷村起業支援事業補助金は、交付しないこととなったので通知する。）


[bookmark: _Hlk41651939]条件（不交付決定時には削除のこと）
１　交付された補助金は、当該事業以外に使用してはならない。
２　補助金額は、実績報告書に基づき算定し、確定するものとする。
３　事業の実施にあたっては、小谷村補助金等交付規則（昭和36年小谷村規則第16号）に従うものとする。
４　事業完了後、すみやかに実績報告書を村長に提出すること。
５　事業は、当該事業に着手した日の属する年度の３月31日までに完了すること。

教示（交付決定時には削除のこと）
１　この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、村長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります）。
２　この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、村を被告として（訴訟において村を代表する者は村長となります）、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります）。ただし、上記１の審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができます。


様式第３号（第９条関係）

小谷村起業支援事業補助金変更承認申請書

年　　月　　日

小谷村長　　様

申請者　住所
　氏名

年　　月　　日付け小谷村指令　第　号で交付決定のあった　年度小谷村起業支援事業補助金について、下記のとおり変更したいので、小谷村起業支援事業補助金交付要綱第９条の規定により申請します。

記

１　事業名


２　変更の理由


３　変更の内容
	区　分
	内　容
	事　業　費
	補助対象経費
	補助金交付
申請額

	当初計画
	
	
	
	

	変更計画
	
	
	
	




添付書類
・変更後の収支等計画書（様式第３号別紙）
・見積書
・その他村長が必要と認める書類

様式第３号別紙（第９条関係）

収支等（変更）計画書


（１）収入
（単位：円）
	収入内容
	収入金額
	備　考

	村補助金
	
	

	その他財源
	
	内訳

	自己財源
	
	

	計
	
	




（２）支出
（単位：円）
	支出内容
	支出金額
	補助対象経費
	積算根拠

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	計
	
	
	

	
	補助金交付申請額
	


・上段に変更前の内容を（　）書きで記入してください。


様式第４号（第９条関係）

小谷村起業支援事業補助金計画変更承認（不承認）通知書

第　　　　　号
年　　月　　日


　　　　　　　　　　　様

小谷村長


年　　月　　日付で申請のあった小谷村起業支援事業補助金の変更については、次のとおり承認し、これに伴う補助金の交付決定額を変更したので通知します。
（　　年　　月　　日付で申請のあった小谷村起業支援事業補助金の変更については、承認しないこととなったので通知する。）

記


１　変更後の補助金の交付決定額　　　　　　　　　円



[bookmark: _Hlk41651980]教示（承認時には削除のこと）
１　この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、村長に対して審査請求をすることができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります）。
２　この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、村を被告として（訴訟において村を代表する者は村長となります）、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります）。ただし、上記１の審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができます。


様式第５号（第10条関係）

小谷村起業支援事業補助金実績報告書

年　　月　　日

小谷村長　　様　

申請者　住所　
　氏名　　　　　　　　　　　　　

年　　月　　日付け小谷村指令　第　号で交付決定のあった下記事業を実施しましたので、小谷村起業支援事業補助金交付要綱第10条の規定により報告します。

記

１　事業名


２　事業目的


３　事業内容


４　事業成果


５　事業完了年月日　


添付書類
・収支等決算書（様式第５号別紙）
・精算金額が確認できる請求書及び領収書（写し）
・写真等事業の実施がわかる書類
・事業開始届の写し
・その他村長が必要と認める書類


様式第５号別紙（第10条関係）

収支等決算書


（１）収入　
（単位：円）
	収入内容
	収入金額
	備　考

	村補助金
	
	

	その他財源
	
	内訳

	自己財源
	
	

	計
	
	


　

（２）支出
（単位：円）
	支出内容
	支出金額
	補助対象経費
	積算根拠

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	計
	
	
	

	
	補助金交付申請額
	


・上段に交付（変更）決定の内容を（　）書きで記入してください。


様式第６号（第11条関係）

小谷村起業支援事業補助金交付確定通知書
　
小谷村達　　第　　　号
年　　月　　日


様

小谷村長


年　　月　　日付小谷村指令　　第　　　号で交付決定通知のあった
年度小谷村起業支援事業補助金について、下記のとおり確定したので通知する。


記


１　補助金交付確定額　　　　　　　　　　　　円


様式第７号（第11条関係）

小谷村起業支援事業補助金請求書

年　　月　　日

小谷村長　　様　

申請者　住所　
　氏名　　　　　　　　　　　　　印

年　　月　　日付け小谷村達　　第　　号で補助金の額の確定のあった　年度小谷村起業支援事業補助金を下記のとおり支払してください。

記


１　事業名

２　請求金額　　　金　　　　　　　　　　円

３　振込先
	金融機関名
	　　　　　銀行
　　　　　農協
	支店名等
	　　　　　　支店
支所

	口座の種類
	 普通 ・ 当座
	口座番号
	


	（フリガナ）
口座名義人
	

	
	


	備　　　考
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趣旨


）


 


第１条


 


この要綱は、


雇用機会の拡大による地域経済の活性化を図るため、


村内


において新たに起業を行う者又は既存建物を改修し起業を促進する


者に対し


、


予算の範囲内で補助金を交付することについて、小谷村補助金


等交付規則


（昭和


36


年小谷村規則第


16


号


）


に定めるもののほか、必要な事


項を定めるものとする。


 


（


定義


）


 


第２条


 


この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定


めるところによる。


 


（１


）


起業


 


ア


 


事業を営んでいない者が村内で新たな事業を開始すること。


 


イ


 


事業を営んでいる者が村内で新分野の事業を開始すること。


 


ウ


 


村内に事業所を有しない者が、村内に新たな事業所を設置し、又は販


売及びサービスの用に供する車両を使用し、事業を開始すること。


 


（


２


）


起業者


 


前号に規定する起業を行う


村内に居住する


者をいう。


ただし、


村長が認めた場合には、この限りで


はない。


 


（


３


）


事業所


 


事業の用に供するために直接的に必要となる工場、店舗及び


事務所並びにその附属設備をいう。


 


（


４


）


空き事業所


 


利用に供されていない状態


の


事業所、空き屋その他それ


に類する施設


並びにその附属設備をいう。


 


（


５


）


附属設備


 


事業の用に供するために直接的に必要な機械、装置、機器、


車両又は器具等をいう。


 


（


６


）


不動産所有者


 


起業者が起業を行うために使用を開始しようとする空


き事業所を所有する者をいう。


 


（対象資格


）


 


第３条


 


補助


対象者


は、


次の各号のいずれかに該当する者とする。


 


（１


）


中小企業基本法（昭和


38


年法律第


154


号


）


第２条第１項に規定する中小


企業者


で、村税等の滞納がない者


 


（２


）


賃貸物件の場合は、その物件の所有者の同意を得た者


 


２


 


前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、補助金




小谷村告示第 ３８ 号       小谷村 起業支援事業補助金交付 要綱を次のように定める。     令和 ３ 年 ９ 月 ６ 日     小谷村長   中村   義明       小谷村 起業支援事業補助金交付 要綱     （ 趣旨 ）   第１条   この要綱は、 雇用機会の拡大による地域経済の活性化を図るため、 村内 において新たに起業を行う者又は既存建物を改修し起業を促進する 者に対し 、 予算の範囲内で補助金を交付することについて、小谷村補助金 等交付規則 （昭和 36 年小谷村規則第 16 号 ） に定めるもののほか、必要な事 項を定めるものとする。   （ 定義 ）   第２条   この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定 めるところによる。   （１ ） 起業   ア   事業を営んでいない者が村内で新たな事業を開始すること。   イ   事業を営んでいる者が村内で新分野の事業を開始すること。   ウ   村内に事業所を有しない者が、村内に新たな事業所を設置し、又は販 売及びサービスの用に供する車両を使用し、事業を開始すること。   （ ２ ） 起業者   前号に規定する起業を行う 村内に居住する 者をいう。 ただし、 村長が認めた場合には、この限りで はない。   （ ３ ） 事業所   事業の用に供するために直接的に必要となる工場、店舗及び 事務所並びにその附属設備をいう。   （ ４ ） 空き事業所   利用に供されていない状態 の 事業所、空き屋その他それ に類する施設 並びにその附属設備をいう。   （ ５ ） 附属設備   事業の用に供するために直接的に必要な機械、装置、機器、 車両又は器具等をいう。   （ ６ ） 不動産所有者   起業者が起業を行うために使用を開始しようとする空 き事業所を所有する者をいう。   （対象資格 ）   第３条   補助 対象者 は、 次の各号のいずれかに該当する者とする。   （１ ） 中小企業基本法（昭和 38 年法律第 154 号 ） 第２条第１項に規定する中小 企業者 で、村税等の滞納がない者   （２ ） 賃貸物件の場合は、その物件の所有者の同意を得た者   ２   前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、補助金

